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公布された規則のあらまし

◇職員の退職手当の支給に関する規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

雇用保険法の一部が改正され、移転費の支給対象者に、特定地方公共団体又は職業紹介事業者の紹介により

就職するために移転する者が加えられたことに伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 移転費相当退職手当支給申請書の様式に、特定地方公共団体又は職業紹介事業者の記入欄の追加等を行

う。

施行期日等(２)

平成30年１月１日とする。ア 施行期日は、

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県児童福祉法施行細則及び鳥取県母子福祉資金等貸付規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 県が情報提供ネットワークシステムを使用して地方税関係情報の提供を受ける場合に本人の同意が必要

とされたことに伴い、所要の改正を行う。

(２) 児童福祉法及び児童福祉法施行規則の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 鳥取県児童福祉法施行細則の一部改正

ア 次に掲げる申込み又は申請の様式について、県が 地方税関係情情報提供ネットワークシステムを介して

報を取得することに係る同意欄を設ける。

助産施設入所申込書(ア)

児童自立生活援助実施申込書(イ)

里親認定申請書(ウ)

イ 児童自立生活援助事業の対象者に満二十歳以上義務教育終了児童等が追加されたこと等に伴い、所要の

改正を行う。

ウ その他所要の規定の整備を行う。

(２) 鳥取県母子福祉資金等貸付規則の一部改正

ア 寡婦福祉資金の貸付けの申請の様式について、県が情報提供ネットワークシステムを介して地方税関係

情報を取得することに係る同意欄を設ける。

イ その他所要の規定の整備を行う。

。(３) 施行期日は、公布日とする

平成29年12月27日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第101号
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規 則
職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成29年12月27日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第51号

職員の退職手当の支給に関する規則の一部を改正する規則

職員の退職手当の支給に関する規則（昭和51年鳥取県規則第25号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第20号（第23条関係） 様式第20号（第23条関係）

（表面） （表面）

略 略

③ 就職決定年月日 年月日 ※雇用期間 ③ 就職決定年月日 年月日 ※雇用期間

④ 就職先を紹介した 所 在 地

特定地方公共団体又 名 称

は職業紹介事業者

⑤ 略 略 ④ 略 略

⑥ 略 略 ⑦ ⑧ ⑤ 略 略 ⑥ ⑦

略 略 略 略 略 略 略 略

⑨ 略 略 ⑩ ⑪ ⑧ 略 略 ⑨ ⑩

略 略 略 略

⑫ 略 ⑬ ⑭ 略 ⑪ 略 ⑫ ⑬ 略

略 略 略 略

略 略

（裏面） （裏面）

備考 備考

１・２ 略 １・２ 略

３ 公共職業安定所の紹介による就職をするため

に移転する場合には、④欄は記載しないこと。

４ 就職するために移転する場合には、⑤欄から ３ 就職するために移転する場合には、④欄から

⑧欄までは記載しないこと。 ⑦欄までは記載しないこと。

５ 公共職業訓練等を受講するために移転する場 ４ 公共職業訓練等を受講するために移転する場

合には、②欄から④欄までは記載しないこと。 合には、②欄及び③欄は記載しないこと。

６ ⑨欄には、移転のために出発する予定年月日 ５ ⑧欄には、移転のために出発する予定年月日

を記載すること。 を記載すること。

７ ⑫の家族欄には、随伴する同居の親族のうち ６ ⑪の家族欄には、随伴する同居の親族のうち

申請者の収入によって生計を維持している者に 申請者の収入によって生計を維持している者に

ついて記載すること。この場合には、その事実 ついて記載すること。この場合には、その事実

を証明することができる書類を添えること。 を証明することができる書類を添えること。

８ 略 ７ 略

９ 略 ８ 略
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成30年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に存する書類で、改正前の職員の退職手当の支給に関する規則の定めるところにより

作成されているものは、改正後の職員の退職手当の支給に関する規則（以下「新規則」という。）の規定にか

かわらず、当分の間、所要の調整をした上で新規則に定める書類として使用することができる。
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鳥取県児童福祉法施行細則及び鳥取県母子福祉資金等貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成29年12月27日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第52号

鳥取県児童福祉法施行細則及び鳥取県母子福祉資金等貸付規則の一部を改正する規則

（鳥取県児童福祉法施行細則の一部改正）

第１条 鳥取県児童福祉法施行細則（平成３年鳥取県規則第20号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改 正 後 改 正 前

第９条の２ 法第33条の６第２項（同条第６項におい 第９条の２ 法第33条の６第２項の規定による申込書

て準用する場合を含む。）の規定による申込書の提 の提出は、児童自立生活援助実施申込書（様式第10

出は、児童自立生活援助実施申込書（様式第10号の 号の３）を児童相談所長（鳥取県児童相談所設置条

３）を児童相談所長（鳥取県児童相談所設置条例 例（平成12年鳥取県条例第13号）第１条の規定によ

（平成12年鳥取県条例第13号）第１条の規定により り設置された児童相談所の長をいう。以下同じ。）

設置された児童相談所の長をいう。以下同じ。）に に提出して行わなければならない。

提出して行わなければならない。

２ 略 ２ 略

３ 児童相談所長は、第１項の申込書の提出があった ３ 児童相談所長は、第１項の申込書の提出があった

場合において、児童自立生活援助（法第６条の３第 場合において、児童自立生活援助の実施（法第25条

１項に規定する児童自立生活援助をいう。以下同 の７第１項第３号に規定する児童自立生活援助の実

じ。）の実施を決定したときは、児童自立生活援助 施をいう。以下同じ。）を決定したときは、児童自

実施決定通知書（様式第10号の４）により当該申込 立生活援助実施決定通知書（様式第10号の４）によ

みを行った者に対し通知するとともに、児童自立生 り当該申込みを行った者に対し通知するとともに、

活援助実施委託通知書（様式第10号の５）により当 児童自立生活援助実施委託通知書（様式第10号の

該児童自立生活援助の実施を受託した者に対し通知 ５）により当該児童自立生活援助の実施を受託した

するものとする。 者に対し通知するものとする。

４・５ 略 ４・５ 略

（里親の認定の申請等） （里親の認定の申請等）

第13条 省令第36条の41第１項から第３項までに規定 第13条 省令第36条の41第１項又は第２項に規定する

する申請書（省令第36条の47の規定により準じて行 申請書（省令第36条の47の規定により準じて行う認

う認定等に係る申請書を含む。）は、里親認定申請 定等に係る申請書を含む。）は、里親認定申請書

書（様式第19号）によるものとする。 （様式第19号）によるものとする。

２ 略 ２ 略

（里親の登録の更新） （里親の登録の更新）

第13条の５ 省令第36条の46第１項又は第３項の規定 第13条の５ 省令第36条の46第１項（省令第36条の47

による登録更新の申請は、里親登録更新申請書（様 において準ずる場合を含む。）の規定による登録更

式第20号の４）を提出してしなければならない。 新の申請は、里親登録更新申請書（様式第20号の

４）を提出してしなければならない。

様式第７号（第９条関係） 様式第７号（第９条関係）
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（表面）

助産施設入所申込書 助産施設入所申込書

年 月 日 年 月 日

郵便番号 郵便番号

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

妊産婦氏名 妊産婦氏名

電話番号 電話番号

職 氏 名 様 職 氏 名 様

助産施設への入所につき次のとおり申し込みます。 助産施設への入所につき次のとおり申し込みます。

略 略

備考 １ 略 備考 １ 略

２ この申込書には、当該世帯の家族状況収入 ２ この申込書には、当該世帯の家族状況収入

資産状況調査書及び課税証明書その他の課税 資産状況調査書及び課税証明書その他の課税

の状況が分かる書類を添付してください。た の状況が分かる書類を添付してください。た

だし、当該世帯の地方税関係情報を個人番号 だし、当該世帯の収入等を個人番号を利用し

を利用して確認できる場合は、その添付を省 て確認できる場合は、その添付を省略するこ

略することができます。個人番号を利用して とができる。

確認することに同意する場合は、裏面の同意

欄に、同意する者自ら記入してください。同

意する者の数が署名欄より多い場合は欄外に

記入して差し支えありません。

３ 略 ３ 略

注 略 注 略

（裏面）

［地方税関係情報取得に係る同意欄］

下記の者は、鳥取県が児童福祉法第56条第２項に基

づく事務手続（同法第50条第６号又は第６号の２に係

る部分に限る。）を処理するために限って 年度の

地方税関係情報について取得することに同意します。

申込者 氏名

扶養義務者 申請者との続柄

フリガナ

氏名

生年月日

住所

扶養義務者 申請者との続柄

フリガナ

氏名

生年月日

住所

様式第10号の３（第９条の２関係） 様式第10号の３（第９条の２関係）

（表面）

児童自立生活援助実施申込書 児童自立生活援助実施申込書
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平成 年 月 日 平成 年 月 日

職 氏 名 様 職 氏 名 様

郵便番号 郵便番号

申込者 住 所 申込者 住 所

氏 名 ㊞ 氏 名 ㊞

児童自立生活援助の実施について、児童福祉法第33 児童自立生活援助の実施について、児童福祉法第33

条の６第２項（同条第６項において準用する場合を含 条の６第２項の規定により、次のとおり申し込みま

む。）の規定により、次のとおり申し込みます。 す。

略 略

注 注

１ 略 １ 略

２ この実施申込書には、所得課税証明書を添付し ２ この実施申込書には、住民票、所得課税証明書

てください。ただし、地方税関係情報を個人番号 を添付してください。

を利用して確認できる場合は、その添付を省略す

ることができます。個人番号を利用して確認する

ことに同意する場合は、裏面の同意欄に、同意す

る者自ら記入してください。同意する者の数が署

名欄より多い場合は欄外に記入して差し支えあり

ません。なお、満二十歳以上義務教育終了児童等

に係る申込みにおいては、所得課税証明書の添付

及び裏面の同意欄への記入は不要です。

３ 略 ３ 略

（裏面）

［地方税関係情報取得に係る同意欄］

下記の者は、鳥取県が児童福祉法第56条第２項に基

づく事務手続（同法第50条第７号の３に係る部分に限

る。）を処理するために限って 年度の地方税関係

情報について取得することに同意します。

申請者 氏名

扶養義務者 申請者との続柄

フリガナ

氏名

生年月日

住所

扶養義務者 申請者との続柄

フリガナ

氏名

生年月日

住所

様式第19号（第13条関係） 様式第19号（第13条関係）

里親認定申請書 里親認定申請書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

養育里親・専門里親・養子縁組里親・親族里親の認 養育里親・専門里親・養子縁組里親・親族里親の認

定を受けたいので、児童福祉法施行規則第36条の41 定を受けたいので、児童福祉法施行規則第36条の41
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（同令第36条の47において準ずる場合を含む。）の規 （児童福祉法施行規則第36条の47において準ずる場合

定により、次のとおり申請します。 を含む。）の規定により、次のとおり申請します。

年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

申請者 氏 名 ㊞ 申請者 氏 名 ㊞

略 略 略 略

個人番号（※）
申

個人番号
申

略 略
請 請

養育里親研修又は養子縁組里親研修の修了年月 養育里親研修修了年月日（修了見込年月日）
者 者

日（修了見込年月日）

略 略

略 略

（※）個人番号は養子縁組里親及び親族里親を希望

する場合は記入しないこと。

里親になることを希望する理由 里親になることを希望する理由

略 略

注 略 注 略

添付書類 添付書類

１・２ 略 １・２ 略

３ 養育里親希望者又は養子縁組里親希望者につい ３ 養育里親希望者については、養育里親研修を修

ては、それぞれ養育里親研修又は養子縁組里親研修 了したこと又は修了する見込であることを証する

を修了したこと又は修了する見込であることを証す 書類

る書類

４～６ 略 ４～６ 略

７ 養育里親希望者又は養子縁組里親希望者につい

ては、経済的に困窮していないことを証する書

類。ただし、申請者の地方税関係情報を個人番号

を利用して確認できる場合は、その添付を省略す

ることができます。個人番号を利用して確認する

ことに同意する場合は、以下の同意欄に、申請者

自ら記入してください。

［地方税関係情報取得に係る同意欄]

下記の者は、鳥取県が児童福祉法第６条の４第１

号の養育里親又は同条第２号の養子縁組里親の登録

に係る事務手続を処理するために限って 年度の

地方税関係情報について取得することに同意しま

す。

氏名

様式第20号の４（第13条の５関係） 様式第20号の４（第13条の５関係）

里親登録更新申請書 里親登録更新申請書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

養育里親・専門里親・養子縁組里親の登録更新を受 養育里親・専門里親・養子縁組里親・親族里親の登

けたいので、児童福祉法施行規則第36条の46第１項又 録更新を受けたいので、児童福祉法施行規則第36条の
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は第３項の規定により、次のとおり申請します。 46第１項（児童福祉法施行規則第36条の47において準

ずる場合を含む。）の規定により、次のとおり申請し

ます。

年 月 日 年 月 日

住所 住所

申請者 氏名 ㊞ 申請者 氏名 ㊞

略 略
申 申

養育里親研修又は養子縁組里親研修の修了年月 養育里親研修修了年月日（修了見込年月日）
請 請

者者
日（修了見込年月日）

略 略

略 略

注 略 注 略

添付書類 添付書類

１・２ 略 １・２ 略

３ 養育里親又は養子縁組里親については、それぞ ３ 養育里親については、養育里親研修を修了した

れ養育里親研修又は養子縁組里親研修を修了した こと又は修了する見込であることを証する書類

こと又は修了する見込であることを証する書類

４～６ 略 ４～６ 略

様式第20号の５（第13条の６関係） 様式第20号の５（第13条の６関係）

事故発生届出書 事故発生届出書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

養育里親・専門里親・養子縁組里親・親族里親とし 養育里親・専門里親・養子縁組里親・親族里親とし

て養育している児童について下記のとおり事故が発生 て養育している児童について下記のとおり事故が発生

したので、里親が行う養育に関する 低基準第14条第 したので、里親が行う養育に関する 低基準第14条第

２項の規定により届け出ます。 ２項の規定により届け出ます。

年 月 日 年 月 日

住 所 住 所

フリガナ フリガナ

届出者 氏 名 ㊞ 届出者 氏 名 ㊞

記 記

略 略

里親名 養育里親名

略 略

注 略 注 略

（鳥取県母子福祉資金等貸付規則の一部改正）

第２条 の一部を次のように改正する。鳥取県母子福祉資金等貸付規則（平成26年鳥取県規則第45号）

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正す

る。

改 正 後 改 正 前

（貸付けの申請） （貸付けの申請）

第２条 母子福祉資金等の貸付けを受けようとする者 第２条 母子福祉資金等の貸付けを受けようとする者

は、母子（父子・寡婦）福祉資金貸付申請書（様式 は、母子（父子・寡婦）福祉資金貸付申請書（様式
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第１号）に、次に掲げる書類を添えて知事に提出し 第１号）に、次に掲げる書類を添えて知事に提出し

なければならない。ただし、第１号に掲げる書類に なければならない。ただし、第１号に掲げる書類に

より証される事実を個人番号を利用して確認できる より証される事実を個人番号を利用して確認できる

ときは、当該書類の添付を省略することができる。 ときは、当該書類の添付を省略することができる。

(１) 母子・父子福祉団体以外の者にあっては、次 (１) 母子・父子福祉団体以外の者にあっては、次

の書類 の書類

ア・イ 略 ア・イ 略

ウ 家族状況収入資産状況調査書及び課税証明書

その他の課税の状況が分かる書類

エ 略 ウ 略

オ 略 エ 略

(２) 略 (２) 略

２ 略 ２ 略

様式第１号（第２条関係） 様式第１号（第２条関係）

(１) 個人用 (１) 個人用

（表面） （表面）

母子（父子・寡婦）福祉資金貸付申請書 母子（父子・寡婦）福祉資金貸付申請書

職 氏 名 様 職 氏 名 様

年 月 日 年 月 日

申 請 者 住所 申 請 者 住所

氏名 ㊞ 氏名 ㊞

連 帯 借 主 住所 連 帯 借 主 住所

氏名 ㊞ 氏名 ㊞

連帯保証人 住所 連帯保証人 住所

氏名 ㊞ 氏名 ㊞

母子（父子・寡婦）福祉資金の貸付けを受けたいの 母子（父子・寡婦）福祉資金の貸付けを受けたいの

で、次のとおり関係書類を添えて申請します。 で、次のとおり関係書類を添えて申請します。

略 略

備考 備考

１～６ 略 １～６ 略

７ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第32条第１項又

は同法附則第６条第１項の規定に基づく寡婦福祉

資金の貸付けの申請にあっては、申請者の地方税

関係情報を個人番号を利用して確認することに同

意する場合は、裏面の同意欄に、申請者自ら記入

すること。

（裏面） （裏面）

略 略

注 略 注 略

［地方税関係情報取得に係る同意欄］

下記の者は、鳥取県が母子及び父子並びに寡婦福

祉法第32条第１項又は同法附則第６条に基づく事務

手続を処理するために限って 年度の地方税関係

情報について取得することに同意します。
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氏名

(２) 団体用 略 (２) 団体用 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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訓 令
鳥取県訓令第10号

鳥取県公印規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成29年12月27日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県公印規程の一部を改正する訓令

鳥取県公印規程（昭和26年鳥取県訓令甲第21号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（公印省略文書等） （公印省略文書等）

第９条 次に掲げる文書は、公印を押印しないで施行 第９条 次に掲げる文書は、公印を押印しないで施行

することができる。 することができる。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 公金振替に係る納入通知書

(６) 略 (５) 略

(７) 略 (６) 略

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成30年１月１日から施行する。

（鳥取県文書の管理に関する規程の一部改正）

２ 鳥取県文書の管理に関する規程（平成24年鳥取県訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（政策法務課の審査） （政策法務課の審査）

第19条 次に掲げる起案文書については、前条第１項 第19条 次に掲げる起案文書については、前条第１項

の規定による文書管理主任の審査に代えて、政策法 の規定による文書管理主任の審査に代えて、政策法

務課の職員の審査を受けなければならない。 務課の職員の審査を受けなければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 鳥取県公印規程（昭和26年鳥取県訓令甲第21 (４) 鳥取県公印規程（昭和26年鳥取県訓令甲第21

号）第９条第６号の規定により押印しない施行文 号）第９条第５号の規定により押印しない施行文

書に係る起案文書のうち、発信者の名義が知事で 書に係る起案文書のうち、発信者の名義が知事で

あって、政策法務課長が別に定めるもの あって、政策法務課長が別に定めるもの

(５) 略 (５) 略

２ 略 ２ 略

平成29年12月27日 水曜日 鳥 取 県 公 報 号外第101号
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